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　　　　　　　情報技術革新と制度変化

一取引費用アプローチによる1990年代商法改正の分析一

篠崎彰彦“

〔要　旨）

　本稿は、1990年代後半に相次いだ日本の商法改正問題を取り上げ、情報技術

革新に伴なう制度変化を、取引費用経済学の枠組みで分析したものである。技術革

新による情報費用の低下は、企業と市場の相対的な資源配分効率を変えることで両

者の関係に不均衡を生みだし、企業内部における「組織内分業」の見直しだけでな

く、会社分割や合併など、企業の境界を引きなおす「組織間分業」の再編をも促す。

だが、日本では、会社法制の中核をなす商法に組織の再編成に関する規定が充分整

備されておらず、法制度の「制約と空白」が生まれていた。こうした制度問題は、

企業の経営努力によって個別に克服できるものではなく、日本経済が全体として直

面した制約条件だったといえる。情報技術革新の影響は、「制度としての市場」と「情

報処理機構としての市場」に非対称的であり、一連覇商法改正は、その不均衡に起

因した「制度変化jと位置づけられる。
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1．はじめに：本稿の目的

　1990年代後半の日本では商法改正が相次いだ。商法学者の岩原（2000）は、こ

れを明治期、昭和恐慌期、敗戦直後に続いて「近代日本における四度目の大きな立

法（特に商法関連立法）の時期」（p．4）と位置づけている。会社法制の中核をなす商

法は、「商取引の基本原則、資本主義社会における重要な取引主体である会社の組織

等を定める商事基本法」（原田［2000a］，　p．34）であり、ノース（Douglass　C．　North）の

いうフォーマルなルール、すなわち、市場を形づくる明示的制度の典型といえる。

この時期の商法改正では、「会社組織変動について多様な法的手段を用意することが

一つの特色」（永井［2000】，p．44）となっているが、その背景として、多くの商法学者

が「情報化」の要因を共通に指摘している点が注Nされる1。

　本稿では、コンピュータやインターネットに代表される情報処理技術と通信技術

の進歩（情報技術革新）が会社組織の見直しを迫るのは何故なのか、また、それが

どのように法制度の変化へとつながるのかを、コース（Ronald　H．　Coase）にはじまり

ウィリアムソン（Oliver　E．　Williamson）らによって精緻化された取引費用経済学の

枠組みで理論的に考察したのち、1990年代後半にみられた日本の商法改正を具

体例に取り上げ、情報技術革新によって生まれる制度変化の問題を「法と経済」の

観点から分析していく。

2．市場での取引費用と組織化の費用

　取引費用経済学に基づけば、情報技術革新によって取引費用を構成する情報費用

が格段に低下すれば、市場メカニズムの機能しやすい環境が生まれる。ここで取引

費用の低下とは、会社経営における経費削減という消極的概念と同義ではない。イ

ンターネットを通じた書籍購入の例などからもわかるように、取引費用の低下によ

って、従来はできなかったような市場取引の道が開け、新しい財サービスの提供、

新しいマーケットの開拓、新しい生産方法の導入、新組織の実現など、シュムペー

タのいうイノベーションが可能になるのであり、これは生産可能曲線の拡大という

積極的な効果を意味する。

取引費用の概念は、コース自身が後に述べたように、Dahlman（1979）によって「模

索と情報の費用」、「交渉と意思決定の費用」、「監視と強制の費用」と定義されてい

1例えば、土岐・辺見（2001）、原田（200◎a，2000b）、神田（2000）など。
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るが2、改めてこの概念を敷疎し例示的に再定義しておくと、市場での取引には、取

引相手を探し出すための「検索」、探し出した相手が取引にふさわしいかを吟味する

「調査」、調べた相手と取引を開始するための「交渉j、交渉で決まった取引内容を

確認し：有効にするための「契約」、契約の履行状況をモニターする「監視」、契約ど

おりにいかなかった場合の「紛争解決ふ一一連の取引を円滑に進めるために必要な「情

報開示」などの費用がかかる3。

　分権的で自律的な構造をもつ市場で、それとは対極にある集権的で階層的な構造

の企業組織が形成され、資源配分がなされるのは、これらの取引費用を節約し、専

門に特化された分業のメリットを高めるためである。組織化が究極まで進められ、

市場に取って代わった状態が中央計画経済ということになるが、現実にはこうした

形態は一般的でない4。組織化することで取引費用が節約されるにもかかわらず、す

べての生産が巨大な一企業によって行われてしまわないのは、組織化にも固有の費

用がかかり、企業の規模が拡大するにしたがって、その費用が次第に増大するから

に他ならない。

図1　市場での取引費用と組織化の費用
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2Dahhman（1979），　p．148、およびC◎ase（1988），199◎，ρ．6，訳9頁参照。

3情報開示費用には、価格変更の情報伝達という意味でメニュー・コストも含まれる。
4例えば、1985年に電気通信事業法が制定される前のH本の通信市場では、電々公社というひ
とつの組織による資源配分がなされていた。
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　コースは、内部調整者としての企業家の能力が次第に低下する「経営管理につい

ての収穫逓減」を主な組織化の費用と考え、「組織化される取引の空間的な分散の増

大、取引の多様性の増大1そうして、関連する諸価格の変動の確率の増大Jにとも

なって組織化の費用は増大すると指摘した（Coase【1937】，　p．395・397，訳4・8・5　O頁）。

したがって、企業組織の拡張が進められるのは、それによって追加的に節約される

市場での取引費用が追加的な組織化の費用を上回らないところまでになる。もし、

組織としての企業が市場での取引費用を節約する機能を果たさないならば、「いっで

も、公開市場をふたたび利用することができる」（lbid，　p．392，45頁）のであり、何

らかの条件によって、「いったん市場取引の方が経済的になれば、各企業において追

加的な取引を組織化する費用が等しくなるように生産を分割することが、また有利

となるのである」（lbid，　p．396，49頁）。すなわち、市場か企業かを選択し企業の組

織規模を決定づけるのは「取引費用（外部費用）」と「組織化の費用（内部費用）」

の可変的費用曲線の関係に集約される（図1）◎

3．情報技術革新で揺らぐ企業の境界

　この枠組みで、情報技術革新の影響はどうとらえることができるだろうか。情報

経済学の草分け的論文とされるStigler（1961）で論じられた「価格情報を知るための

検索費用」が取引費用の概念に含まれることからもわかるとおり、取引費用は情報

の問題に深く関係している。そのことは、Coase（1937）自身が、電信・電話などの

技術や新しい経営管理手法の導入で空間的な組織化の費用が低下する場合は、企業

規模が変化すると指摘していることからも読み取れる5e「市場の失敗」は取引費用

があまりに高ずきるような時に生じる指摘したArrow（1969）も、取引費用が生まれ

る源泉のひとつとして「コミュニケーションと情報の費用」（p．149）を挙げており、

市場か組織かの選択が固定的ではないと考えるWilliamson（1975）も、時間と共に変

化する条件のひとつに情報処理技術をあげ、その他の変化も考慮に入れて、市場と

組織形態の効率性を周期的に再評価する必要があると述べている（P．10訳19頁）。

　一方、情報技術革新は、企業内部の取引においても、分業間のコミュニケーショ

5Coase（1937，　p．397，訳50・51頁）参照。但し、彼は電話や電信の技術が空間的な広がりをもっ

た組織化の費用を減少させる点についてのみ言及し、市場の取引費用を減少させる点について
は触れていない。したがって、彼は電話や電信の技術は企業の規模を拡大させる傾向をもつと
論じている。
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ン費用低下や6、管理機構の維i持といった「組織化の費用」を引き下げることに貢献

する。つまり、情報技術の導入は市場での取引費用（外部費用）と組織化の費用（内

部費用）のいずれをも低下させる効果をもつのであって、ここで重要なのは、費用

低下そのものではなく、内部費用と外部費用の「相対関係」に変化が生まれて、そ

れまで最適であった市場と企業の境界が揺らぎ、どちらの費用低下がより大きいか

によって、企業の適正な規模と形態が変わるという点にある7。

　ある場面では、オープンなネットワーク基盤が外部費用を飛躍的に低減させると

考えられる。これは、図1の取引費用曲線の下方シフトを引き起こして組織化より

も市場化が有利になり、全国的あるいは国際的な組織力を持たない中小企業や零細

な個人企業にとっても、専門分野で市場取引を拡大させることが可能になる。他方、

内部費用をかなり低減させることが可能な場面では、組織化の費用曲線が下方にシ

フトして企業組織に規模の経済性が生まれる。金融や通信の分野でみられるように、

活動の舞台がグローバルに拡張し、しかも事業の性格から、地理的に広がった内部

費用を業務の標準化と情報技術の活用で劇的に引き下げることができる場合には、

より巨大な組織の経営が地理的な広がりをもって可能になるからである。

　このような影響の両面性こそが、情報技術革新の経済効果として重要であり、企

業の内部組織のあり方や、企業相互の関係、市場の競争環境といった経済システム

の基本構造が改めて問い直されることになる。つまり、技術革新の影響は、内部組

織の改革という「企業内分業」の見直しにとどまらず、組織の分割や合併など、市

場を通じた「企業間分業」の境界をどこに引き直すかという、より高度な経営判断

にまで及ぶのである。　　　　　　　　　ノ

4．「情報処理機構」と「制度」としての市場

　技術革新による情報費用の低下は、企業と市場の相対的な資源配分効率を変える

ことで両者の関係に不均衡を生みだすだけでなく、市場それ自体の構造にも別の種

類の不均衡を生みだす。これまでは、取引費用を単純に情報費用とみなして議論を

進めてきたが、再びコースに立ち返ると、彼は「惰報処理機構としての市場」だけ

でなく「制度としての市：場」も強調している。例えば、C◎a§e（U988］，1990）は、「市

場とは、交換を促進するために存在する制度である」（p．7，訳10頁）と述べ、市場が

機能するためには、さまざまな取り決めや法の執行力が必要となることを、国王の

6コミュニケb・一ション・コストが分業や比較優i位の構造に与える影響については篠崎（2001）参照。

？この点はVarぬR（2◎◎2）も指摘している。
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許可のもとで安全の確保や争いごとを裁く裁判所さえも管理した中世イングランド

の市や、高度に管理された現代の株式市場、商品取引所などを引き合いに出して論

じている。

　確かに、市場経済の象徴といえる証券取引所を例にとっても、そこでは様々な企

業情報が株価に集約されて日々活発な取引が行われ、市場参加者の取引に関する意

思決定こそ自己責任に基づいて自由に行われるが、取引への参加や売買の進め方に

ついては仔細な取決めがあり、ルールを破った場合の厳しい罰則規定も設けられて

いる。初期の論文（Coase【1937】）で取引費用の概念を提唱したコースが、後の論文

（Coase［1960】）で「法と経済」という新たな研究領域を切り拓いたことからも窺

えるように、彼が「市場を利用するためにかかる費用」と表現した取引費用には、

「情報費用」の他に「制度費用」の存在が強く意識されている。そのことは、初期

の論文において、市場を利用するために必要となる主要な二つの費用として、「価格

を見つけ出すための費用」と「交渉を行い契約を結ぶための費用」を挙げているこ

とからも推察できる（pp．390・391，訳44頁）。前者は情報に関する費用を、後者は制

度的な費用を象徴していると解される。N◎rth（1990）はコースの二つの論文につい

て、そのもっとも重要なメッセージは、「取引に費用がかかるとき制度が問題になる

ということであるJ（p．12，訳14頁）と指摘し、「情報に費用がかかるということが

取引費用のee　」とした上で、さらに、取引費用は「交換されるものの有用な属性を

測定する費用」と「権利を保護し契約を監視・執行する費用」からなり、これらの

費用は「社会的、政治的、および経済的な制度の源泉である」（lbid，　p．27，36頁）と

論じた。すなわち、「正の取引費用のもとでは、制度が問題になるのである。」

（North［1987］，　p．419）

5．取引費用の多重性とその不均衡

　そもそも、市場で取引が円滑に行われるためには、取引対象の所有権が確定され、

それが効力をもって保護される必要がある。また契約に基づいて買主が売主に取引

対象物の引渡しを請求したり、その反対に、売主が買主に対して代金の支払いを請

求する権利のように、一定の行為を他人に請求できる権利やそうした義務を他人に

負うという債権債務の関係を明確にし、その実行を強制できる枠組みも必要である。

そうでなければ略奪や詐欺などの行為が横行し、価格メカニズムを通じた市場での

資源配分はうまく機能しない。実際に、契約や紛争解決の場面では、所有権や債権

が誰から誰に何時移転したかということが極めて重要なポイントになのであって、

6



所有者や取引対象を検索したり、その権利関係を調査したりする点では、情報の問

題に関わるが、背後には法制度やその執行力といった「制度」の問題が強く関与し

ている。

　「情報費用」と「制度費用」から成り立つ取引費用の多重性が情報化との関係で

重要なのは、技術革新は情報費用を下げることはできるが、制度費用に関しては、

むしろ、既存制度の変更や新しい制度の設計という追加的な調整費用を生み出すと

ころにある。特に、諸制度には相互に強い補完性が働いているため、変更の範囲と

深さによっては、関連する諸制度間の不均衡を調整する費用がかなり高くなると考

えられる。技術的に情報費用の低下が実現されても、制度費用は自動的に低減する

わけではなく、逆に技術革新が拡げた新領域では、既存の制度が障害となったり、

制度の空白が生じたりすることで、制度費用の高さが突出してしまい、それが陰路

となって市場の機能に障害をもたらす事態を招きかねないのである。

　このように、情報技術革新の影響は、市場の「情報処理機構」としての側面と「制

度」としての側面に非対称的であり、そこで生まれた不均衡が「制度変化」の原動

力となるのである。この枠組みに基づいて、以下では、情報化の進展と共に顕在化

した制度問題の具体例として、1990年代の日本でみられた会社法制の見直しを

検討していく。

6．日本の会社法制見直しの沿革

　これまでの論考で明らかなように、情報技術革新は、生産物のみならず、それを

生み出す企業という生産関数そのもの（法律用語でいう「営業」）を、商品として市

場取引することを・般化している。これはM＆Aの隆盛につながるが、日本の法制

度は、このような事態にうまく機能するよう整備されてはいなかった。会社法制の

中核をなす商法には、企業組織の再編成についての規定が充分ではなく、その制約

が1990年代後半の相次ぐ商法改正の動きとなって顕在化したのである。

　この時期の商法改正では、「会社組織変動について多様な法的手段を用意すると

いうことが一つの特色」（永井【2000】，p．44）となっている。もっとも、企業の合併・

分割など会社再編成に関連する法制整備の議論は、資本自由化を控えた1960年

代末にまで遡ることができ8、1974年に行われた監査制度の見直しに関する商法

改正の際には、衆参両議院の法務委員会で会社法制の見直しを求める付帯決議がな

8早jll〈1999），　P．10参照。
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され、これを受けて翌年6月に法務省より公表された全七項目の「会社法改正に関

する問題点」において、第六項目めに「企業結合・合併・分割」が明示的に掲げら

れていた9。しかし、これが喫緊の課題として政治日程に上がり、具体的な立法の手

当てが施されたのは、それから実に四半世紀を経た後の1990年代歯のことであ

った。

表1　商法をめぐる主要な動向

年　代

1899年（明治32年）

1938年（昭和13年）

1950年（昭和25年）

1974年（昭和49年）

1981年（昭和56年）

1997年（平成9年）

　　　一11－

1999年（平成11年）

2000年（平成12年）

　　　一　1／　一

動　向　と　そ　の　背　景

商法制定

昭和恐慌後の全面的な改正

敗戦・占領下における民主化のための大改正

法制審議会商法部会「会社法改正に関する問題点」作業開始（1975年公表）

企業の不正支払防止〔総会屋への利益供与禁止〕等のための改正

ストック・オプション制度導入

法制審議会商法部会「商法全面改正」の方針確認

（出所）原田（2000a）、岩原（2000）、前田庸（2000）等をもとに作成。

　1997年には、1947年の独占禁止法制定以来、一貫して禁止されてきた「純

粋持株会社」の設立が、同法の改正によって「原則禁止」から「原則許容」へと解

禁され、これに合わせて、企業の合併に際して株主や債権者の利益が損なわれない

よう事前、事優の情報開示を充実させるとともに、手続を省略・簡素化するための

商法改正が行われた。それでもなお、株主総会における特別決議の必要性、債権債

務の継承に関する煩環な手続の問題、日程が読めない裁判所選任の検査役による調

査など、実務上の制約が強く残されているζして、1999年には株式交換・移転

制度の導入を柱とする商法改正が行われ、さらに2000年には企業再編にとって

9整理された問題点は、①企業の社会的責任、②株主総会制度の改善策、③取締役及び取締役会
制度の改善策、④株式制度の改善策、⑤株式会社の計算・公開、⑥企業結合・合併・分割につ
いて、⑦最低資本金制度及び大小会社の区分、の7項目である（法務省民事局参事官室［1975］
参照）。
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合併と表裏の関係にある会社分割制度の創設等を内容とする商法改正が行われた10。

　一連の法改正は、金融機関の再編など様々な背景から生まれたものとみられるが、

会社分割法制の制定経緯について土岐・辺見（2001）は、「近年、とりわけ激しさを増

した企業間の国際的な競争、そしてインターネットを始めとするコンピュータ、情

報通信技術の発展に伴う経営判断の迅速化の流れのなか、経＝済界からは企業組織の

再編成をより簡揚に行い得る制度の整備が求められていた」（p．273）と解説しており、

他にも多くの法律専門家が、会社法改正の重要な要因のひとつとして、情報技術革

新を共通に取り上げているU。

7．企業組織再編の法制町上の制約

　1997年から始まった一一連の企業再編法制の整備について、政府は「企業が、

その経営の効率性を高め、企業統治の実効性を確保するために、柔軟に組織の再編

成ができるようにするため、企業の組織の再編成のための法制度の整備を行うこと

を目的として、会社の組織の基本法である商法等の見直し」を行ってきたと表明し

ている（原田【2000わ】，p．4）。このことは逆に、それまでは組織の再編成を柔軟に行う

ための法制度が整備されていなかったことを端無くも露呈している。例えば、20

00年改正前の商法には、そもそも会社の分割を直接の目的とする規定が設けられ

ておらず、法改正によって初めて、会社の分割自体を直接の目的とする制度が創設

された。法改正前にも、必要に迫られた場合には、別の会社に対して営業譲渡を行

うか、現物出資によって営業を移すという迂遠な手続によって実務上は対処されて

きた。しかし、改正前の法制度を利用して会社分割を行うことは、次のような事情

から極めて煩瑚で時間のかかるものであったと指摘されている12。第一に、営業譲

渡の場合は、それが商人の行う取引行為のひとつであるため、譲受会社から譲渡会

社に対して対価としての金銭等の支払いが必要となり、譲渡損益など税務上の問題

を生みだす余地があるほか、債務継承のためには個別に債権者の合意を取り付ける

必要があった。第二に、現物出資の場合は、対価の支払いは必要ないものの、裁判

所が選任する検査役による調査が必要で、この手続は時間を要し、かつ、スケジュ

ールの目処が立たないという実務一ヒの制約が大きかった。また、営業譲渡と同様に、

債務引受のために個々の債権者の同意を得ることが必要だったため、実務において

10企業再編法制に関しては、土岐・辺見（2◎01）および今申他（2001）に詳しい。
11例えば、原田（200◎a，2◎OOb）や神田（2000）など。

12土岐・辺見（2001），p273・275、早川（1999），p．10－11、前田雅弘（2000），p．2参照。
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は、免責的債務引受契約や重畳的債務引受契約等を債務毎に個別に締結しなければ

ならなかった。

　しかも、会社分割には分社型（物的分割）と分割型（人的分割）の二つの形態が

あるが13、改正前に迂遠な方法で「労力や手数などを厭わなければ可能」だったの

は、前者の分社型のみであり、後者の分割型については、そもそも新たな「立法に

よらなければ実現できない形態Jであった14（図2）。

図2　会社分割（新設分割）の二形態

①分社型〔物的分割〕

主　　　　　主

P社
X墓業　　　Y；事…業

②分割型〔人的分割〕★

　　P社

Y事業X事業

［i　i［〉

主　　　株主

P鴛＿

Ω熟＿．
了解“

親会社

子会社

壷　壷

Q社（新設）

Y事業

（出所）土岐・辺見（2◎01）、今中他（2◎◎1）をもとに作成。★新たに可能となった糊度

日本型の企業システムでは、独立した企業関係の色彩が強い米国型に比べて、親

13それぞれについて、さらに、分割後の営業を新たに設立する会社に継承させる「新設分割」
と、既存の別会社に継承させる「吸収分割」の二つに分類され、これらのマトリクスによる四
つの類型が基本型とされる（今中他［2001】，pp．9－13参照）。

14早川（1999），p．10参照。もっとも、分割型（人的分割）の場合も共通の株主を持つことになる

が、企業相互の立場には上下関係が持ち込まれず、また、株主は個々の具体的取引内容につい
て午渉度が弱いという点で、分社型（物的分割）における企業相互の関係に比べて意思決定の
自由度が大きいと考えられる。
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子関係を持つ会社形態が広範にみられ15、そうした繋がりが取引の切り替えに一種

の制約となって経営判断の自由度を奪い、新たな取引関係の形成を難しくしたと考

えられるが、そもそも、企業組織の分割については、親子関係をなくすような会社

分割の法制度が1990年代までの日本に全く用意されていなかったのである。こ

のことは、従来そのようなニーズが必ずしも強くなかったことを裏付けると同時に、

1990年代なると、今度はそれが解決すべき喫緊の課題に浮上するような環境変

化が起きたことを物語っている16。

　このように、1990年代の日本の法制度をみると、情報技術革新によって企業

の境界を引き直すような組織の改革と再編が求められる状況にありながら、企業の

合併については、複雑な手続を要する既存の制度が制約条件となり、また、親子関

係のない完全な企業分割については、そもそも法制度が用意されていないという制

度の空自地帯が生まれていたのである17。こうした法制度の「制約と空白」もとで

は、個々の企業が情報技術革新のメリットを享受しようにも、理論上はともかく実

際問題としては実現の道が塞がれてしまう。しかも法制度の問題は、企業の経営判

断や自助努力によって個別に克服できる範囲を超えており、日本経済がシステム全

体として直面した制約要因だったといえる。

8．問われる制度形成能力

　1990年代後半からの日本における法制度改革の広がりとスピードは、「法が機

能する領域の拡大」あるいは「法的空間の拡大」が進行していることを示唆してい

るが18、技術革新による情報費用の低下で市場化の力学が生まれ、それが1990

15通商産業省（1989）が行ったアンケート調査の結果によると、筆頭株主を親会社・グループ会
社とする企業の割合は、日本企業で30．7％なのに対し、米国企業ではわずか1，9％に過ぎない
（pp．100”101）．

16既述のとおり、企業再編法制については、1975年の「商法改正に関する問題点」でも列挙さ
れていたが、その後の商法改正は、「緊急性の高いものから順次」行われており（原田［2◎◎e　a｝，

P．35）、この問題が四半世紀も進展をみなかったのは、社会的要請が相対的に弱かったからだと

いえる。実際、「企業再編については昔はやれないことをやれるようにしてほしい、という要
望がなかった」が、1990年代になると、「当時の商法の規定では〔会社分割などを〕やりにく
いからやれるようにしてほしいという要望が出てきた」と指摘されている（落合・神田他［2◎◎11

における神田発言，P11，0内は引用者による加筆）。199◎年代中盤に産業界で要望が強まっ
たことは、通商産業省（1996）のアンケート調査結果にも表れている。

17落合・神田他（2001）の中で神田は、戦後の商法改正を、企業金融、企業統治、企業再編の三
分野に分け、企業金融の分野では、できなかったことをできるようにするという意味でr規制
緩和の歴史」、企業統治の分野では企業を巡る不祥事に対応するために取り組まれた「規制強
化の歴史」だったのに対し、企業再編の分野は、「未整備の歴史」であったと特徴づけている
　（pp．10”11）0

18いつれの表現も吉田（20◎0），p．5参照。

11



年代に顕著になっていると考えるならば、市場取引の基盤をなす法制度の役割が重

要性を増すのは当然のことといえる。この状況では、新技術が法制度の「制約や空

白」を生み出した場合に、司法や立法などの諸制度が、迅速かつ柔軟に、これを改

めたり埋め合わせたりできるような仕組みを備えているか否かが鍵となる・その点

で、これまで行政や業界団体を軸にした事前調整の原理が幅を利かせてきた日本で

は、法的枠組みに基づく市場原理の機能領域が狭く、これを支えるための人的基盤

やノウハウといった無形のインフラがあまり充実していなかったとみられる。例え

ば、弁護士や裁判官などの法曹人口をみると（表2）、国民十万人あたり、米国は3

45人、イギリスは141人、ドイヅは135人であり、中央集権的な行政機構が

強いフランスでも61人なのに対して、日本はわずか16人にすぎない196年間約

1500万件という民事訴訟の多さが社会問題化している米国の場合は、弁護士の

数が過剰ともいえるが29、その一方で、日本の法曹人口が極端に少ない点も否定で

きない。

表2　法曹人ロの国際比較 （人）

日　本 米　国 英　国 ドイヅ フランス

国民十万人当り法曹人口 16 345 141 135 61

年間新規資格取得者 1，000 57，000 4，900 9，800 2，400

（出所）司法三度改革審議会（20◎1）をもとに一部再計算して概数を作成。

　日本の司法は本来の役割の二割しか果たしておらず、残りの八割は政治決着、行

政指導、民事暴力の介入、泣き寝入りだとするいわゆる「二割司法」の問題が、政

府の審議会でも指摘されているが21、これには法曹人口の層の薄さが影響している

とみられる。また、高度な専門性が要求される立法実務には、最高裁や検察庁から

法務省に派遣された裁判官や検事が携わっているとされるが、会社法関係について

みると、立法作業の中心的役割を担う法務省民事局の商法担当者は、2000年の

時点でわずか5人に過ぎなかった22。そのような少人数で、政府法案はもとより、

19但し、日本では司法書士（約1万7000人）、行政書士（約3万5000人）、弁理士（約4000人）等
が特定の範囲の法律関係事務を担当しているが、これらも国によっては弁護士の業務であるた
め、国際比較に際しては留意が必要である。
20最高裁判所（1999）参照。

211999年7月27日司法制度改革審議会第1回議事概要
22中村（2000），pp．18・19参照。
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議員立法の要綱案や条文作成に奔走しており、内閣法制局も同様に商法担当人員の

問題を抱えていたと指摘されている。こうした人的基盤の層の薄さは制度の形成能

力の脆弱さに通じ、1990年代後半に会社法制の見直しが広範かつ急速に進めら

れていく過程で「異例の事態」となって露顕した。

　一連の会社法改正の特色について岩原（2000）は、立法にあたって市場経済化の徹

底を図ることが経済活性化に必要だという「市場万能」のイデオロギーが非常に強

いことや、当面の経済危機への対処という目的が大きいことなどと共に、従来とは

違った「異例の手法」で立法措置がとられた点を挙げている。すなわち、従来の商

法改正では、政府が法典調査会に諮り、その後、法務省が法制審議会に諮ってから

内閣提出法案として国会審議が始まるという手順が一般的だったのに対し、この時

期の改正では、「経済界や政党側から催促された形で、従来では考えられないテンポ

で立法が行われ」たのである23。事実、この間の法改正については、商法を中心と

する会社法制を掌握していた法務省や法制審議会の頭越しに、経済界の要望を背景

にした通商産業省（現在の経済産業省）が主導権を握ったとの報道がなされている24。

　こうした異例の動きに対しては、商法のような基本法が、理念や相互の整合性を

吟味されることなく、時々の利害に左右されて部分的、断片的に改められた結果、

矛盾を孕んだものになるとの懸念が示されている。とりわけ、基本法としては異例

の「議員立法」によってストック・オプション（自社株を利用した報酬）制度の導

入が図られた1997年の商法改正に際しては、全国の商法学者234名が、立法

過程が拙速で不透明だとの批判声明を出し、これに対して、立法に携わった国会議

員が国会内で反論のための緊急記者会見を開き、公開された国会審議で議員が立法

に携わるのは当然であり、むしろ法制審議会こそが密室性を問われるべきだと応酬

するなど、「空前の事態」が生じた25。この時、会社法制によって市場行動が規定さ

れる経済界は議員立法を強く働きかけていたが、その背景には、「学者を集め、四半

世紀をかけて、法律を整備していくというメカニズムは、変化の加速する時代のも

のではない」という、旧来の仕組みに対する強い苛立ちがあった（中村［20001，p．17）。

　これを混乱とみるか、新たな仕組みづくりの始動とみるかは評価の分かれるとこ

ろであるが、いずれにしても、法律など目にみえる形に仕上がった「明示的ルール」

23これらの点については、岩原（2000），pp．4・6参照。

24日本経済新聞（2000）参照。

25岩原（2000），P．12参照。一連の経緯については、日経金融新聞（1997）、商事法務（1997）、保岡

（1997）も併せて参照。

13



ばかりでなく、その背後にあって従来は安定していた「法制度の設計や構築に関す

る慣例的なルール」にも綻びが生じ、関係者の間で様々な異例の反応が生まれたこ

とは確かである。情報技術革新は、限られた業種にみられる狭い技術問題ではなく、

「情報処理機構」としての市場に深く関わるため、その影響は経済全般に横断的、

網羅的、多発的である。その過程で、「制度」という市場のもう一面が照らし出され、

商法のような基本法の問題が浮上することになる。情報技術革新の影響は、「情報処

理機構」と「制度」に非対称的であり、会社法制の見直しに関する一連の経過は、

急速に低下した情報費用と相対的に高止まりした制度費用との不均衡から生まれた

「制度変化」の象徴的断面ということができる。そしてまた、この点に技術革新の

メリットを享受しづらかった日本経済の高い調整費用が表れている。

9。おわりに：制度の多層性と多元性

　以上本稿では、情報技術革新が企業と市場の資源配分効率を変えて企業組織の再

編を促すこと、および、情報費用と制度費用の間に生まれる不均衡が制度変化の原

動力となることを、取引費用の枠組みで理論的に整理し、1990年代後半に相次

いだ日本の商法改正を具体例に、法制度の「制約と空白」が高い調整費用となって

技術革新の効果を抑制し、その克服に向けた制度変化が起きたことを分析してきた。

その意味では、最近の日本で、情報化の進展とともに経済再生を実現した米国の諸

制度を積極的に取り入れようとする動きがみられるのも首肯できる。

　しかし、制度問題は複雑である。本稿では、商法という明示的な成文法の枠で制

度をみてきたが、North（1990）によると、制度は明文化された憲法、一般の成文法、

コモン・ロー、判例といったフォーマルなものから商慣行、行動規範、文化的タブ

ーといったインフォーマルなまで多層構造をなして一体的に機能しており、歴史を

振り返ると、操作可能な「フォーマルなルールは政治的ないし司法上の決定の結果

として一夜のうちに変化しうるけれども、（中略）インフォーマルな制約は計画的な

政策にそれほど影響されない」（P．6，訳7頁）。ノースは、19世紀の独立に際して米

国の憲法をそっくり取り入れた中南米の国々がぐおよそ米国とは異なる社会をそれ

ぞれ形成していった歴史的事実を度々引き合いに出して制度変化の多様性を強調し

ている26。

　一般に、市場とは抽象概念としてのひとつの平板な場とみなされがちであるが、

26例えば、North（1999），　p．20、　North（199◎），　p．IOi，訳133頁など。

14



市場がうまく機能するためには制度基盤が必要であり、それがノースのいうように

多層構造であるならば、現実経済をグローバルに眺望すると、歴史や伝統が同一で

ない様々な国民経済群が多元的に存在していることに気がつく。情報技術革新を狭

い意味の純粋な技術問題として考えれば、その「技術変化」は普遍的なものであり

世界各国に共通の現象である。一方、現実の経済現象として、その影響が企業と市

場の関係に及び、「制度変化」につながることを視野に入れるならば、制度の多層性

と多元性が技術の普遍性に対峙する。

　情報技術革新という新たな事態に直面して、内生的プロセスで制度変化を遂げよ

うとする傾向が強い米国に比べて、日本の制度変化は、現状をみる限り、米国流の

フォーマルなルールの移植による外生的プロセスで進んでいる。だが、制度の多層

性と多元性を視野に入れると、情報技術革新と共に経済再生を果たした米国と同様

の成果が、日本にそのまま現れるとは保証できるわけではない。この点は、急激な

市場経済化の試みによって混乱の度を深めた1990年代の旧ソ連の経済改革に極

端な例をみることができる27。逆にいうと、さまざまな制度改革の結果、日本が経

済成果を高めることに成功した場合でも、米国とは違った形の成果となって現れる

可能性が秘められているといえる。何より重要なのは、表面的な「アメリカ化」で

はなく、情報技術革新が組織と市場の関係に与える影響の本質を見据えて、情報処

理機構としての市場の機能を冷静に再評価し、そのメリットを享受しやすい制度的

枠組みを「日本流に」練り上げていくことにあるように思われる。
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